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自治労連・地方自治問題研究機構設立 20 周年記念企画  

シンポジウム 憲法をいかし、地域の未来をどう切り拓くか～「自治体戦略２０４０構想」と地方自治 

 

「自治体戦略２０４０構想」をめぐって―――フィジカル・プラニングの立場から 

2019.12.7   中林浩（神戸松蔭女子学院大学） 

 

■Ａ■  問題の立て方について    ｛５分｝ 

Ⅰ 「人口減少社会」はなにが問題なのか 

「人口減少下において満足度の高い人生と人間を尊重する社会をどう構築するか」というが、なにが

いいたいのか。 

「人口減少下でも経済成長を」というもあるが、「一人当たりのＧＤＰ」が増えればいのではないか。

一人当たりのＧＤＰがすでに世界の 30 位くらいまで下がってきている。北欧・シンガポールに抜かれ、

独仏英にも再逆転され、韓国・台湾に迫られている。これがあまり問題にされていない。 

 これは惰性的な大規模開発・通勤圏の拡大、長時間労働の強要、景観・文化財の軽視、とりわけ人

口減少については、保育・教育政策の貧困、これらが経済の停滞を招いた――というような指摘はま

ったくない。 

 また人口減少下の問題だとしていることは、人口増加時代にも指摘された問題であった。人口減少

は問題の本質にあるわけではない。 

Ⅱ 「東京一極集中」―――どこになにが集中した（する）のか 

 ○千代田区・中央区・港区への集中―――人口減少の先進地。官庁・大手企業の集中、タワーマン

ションなど、これからも人口の増える唯一の地域か。 

 ○東京 23 区・東京都への集中―――東京 23 区は 1960 年からそれほど人口は増えてこなかったが、

これからは一部の区で増加する。工業生産は激減した。都は人口 11％、工業生産 2％台、農業壊滅。 

                1960 年   2015 年 

  日本      93419 万   12709 万        1.36 倍 

  東京都     968 万   13515 万       1.40 倍    全国並み 近年追いついた 

  東京 23 区   831 万     927 万        1.12 倍   相対的には分散している 

 ○東京 23 区・横浜市・千葉市・さいたま市・川崎市への集中―――世界でも例をみない５つの大都

市連担。 

 ○東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県への集中―――高度成長以降も、大きく見て、この４県へ人

口が集中してきた。大都市中心部への通勤が１時間半を超えるような団地では空き家問題が多発する

だろう。 

 東京一極集中というのは、つまり①東京都・23 区のいびつな産業構造の問題と、②神奈川・埼玉・

千葉の人口急増後、見捨てられそうな郊外の問題なのではないか。 

Ⅲ 「地方」とはどこをさすのか―――地域問題の類型を 

 たとえば、「都市部では共助の受け皿が乏しい。また、地方部を中心に、生活支援機能を担ってき

た地縁組織は高齢化と人口流出により機能が低下する」（二次報告）という。内容もひどいが、この

場合の「都市部」－「地方部」はどこをさすのか。「東京圏－三大都市圏」、「大規模都市圏－小規

模都市圏－地方圏」というのもある。 

※別紙 中林「増田レポート「東京圏高齢化危機回避戦略」のあやしさ」（『住宅会議』2015.10）
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■Ｂ■ 地域・国土問題への構想を考えよう     ｛10 分｝ 

●１ 多様な主体の参加・社会的排除とのたたかい（包摂社会の実現） 

 「公共私のベストミックス」という。多様な活動をするボランティア社会を到来させねばならない。

ＮＰＯなど「共」のまともな分析がない。ＮＰＯへの支援、こうした活動の分析などまったくない。 

 ボランティア活動が大きな経済となっている欧米社会、反対運動にも補助金を出す。これが新しい

社会のしくみだと考えられている。ＥＵもこれを先導した。 

 しかしながら、日本の潜在力は大きい、多様な運動団体が高い水準で活動している。日本にも依拠

すべき活動・自治の力はずいぶん残っている。江戸時代の遺産でもあり、戦後の民主運動の成果だ。 

 また、ＡＩ・ロボティクスはある種の合理性を発揮するだろうが、伝家の宝刀とはなりえない。 

●２ 都道府県・市町村の完全二層制の堅持 

 完全な二層制の歴史を大切にすべきだ。自治体の連携・県と市町村、必要なことはすればよいし、

してきた。都道府県の区割りは百数十年の歴史があり、定着度が高く住民のもつ誇りをも醸成しつづ

けてきた。将来も、均質でなくふぞろいなこと・人的交流圏とのギャップがむしろ発展のバネになる。 

●３ 修復型開発への大転換 

「老朽化したインフラ・公共施設が大幅に増加」（一次報告）―――これこそが大問題なので、修復

型公共投資に転換すればよい。「乗合バス・鉄道の廃止路線が増加」（一次報告）――廃止しない政

策をとればよい。また、防災を含め修復型に集中する。リニア新幹線を作っている場合ではない。 

 修復と防災。一度作ったものを大切に使うというのは日本の得意とするところだが、修復型のまち

づくりのイメージは一般に浸透していない。 

 ゼネコンの仕事もある。大規模建物の減築、不必要な高速道路の撤去、大都市内高架道路の撤去・

地下化、原発の廃炉。 

●４ 日常生活圏・小学校区の重視 

 日常生活圏・徒歩圏・現小学校区・元小学校校区・明治の合併でできた町村―――小学校と商店街

のセット。人口は都市部で 5000 から１万、農村部で 2000～5000。 

 都市部では中心まで徒歩 10 分、日常生活に必要な商店街がある。 

 そのうえで人口５万から 10 万の公共施設・商業施設の集積するコア。 

●５ 公共交通の充実 

 鉄軌道はきわめて重要だ。１日数本でも路線バスのあること。大都市における本格的なマイカー規

制。 

●６ 低層高密市街地の実現  

 都市中心部も中低層建築を高密度に。郊外・衛星都市のスポンジ化は最大の地域問題となるだろう。 

「立地適正化計画～コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」でモデルが示されているが、うまく

いくのであればその経験を蓄積すればよいが、実際には駅前の乱杭状の高層ビル群を建てるためのも

のにすぎない。 

●７ 文化財・景観の保全 

 あらゆる場所で文化財・景観を保全する。地域の誇りを引き出し、まちづくりへの意欲を高める。

地域には根強い維持力ももっている。貧困な文化政策のもとでありながら、各地に残る名勝・伝統工

芸・伝統芸能・アーカイブの豊かさには驚かされる。 

 人口減少を食い止めるには子育て・教育を重視することにつきるが、関連して労働時間を減らし、

つまりレクリエーション時間を増やし、健全な観光を育てる。 

重要な視点が、いずれも日本社会が作りあげてきた利点でもあることに気づく 

スライドショー――四階建のすすめ 










